




LLP（有限責任事業組合： ship）は、artnership）d Liability PartneLimited
事業を行うことができる共同事業をながら共同参加する組合員が個性や能力を発揮しな

れました。されましさ設組織形態として、2005年8月1日に創設
連携、専門技能を持つ人材による連携な連よる連間による連同・異業種間や大・中・小規模企業間に
が可能です。を行うことが事業を行ど、さまざまな形態での共同事業
の特性を活かすことによって、献活動など、LLPの貢献活動また、地域活性や社会的貢献
る可能性が広がり、がら活動や事業を進めるみながら地域の独自性を育みなが

しい展開が期待されます。た新しい今までとは違った新

～ LLPは、共同事業を行うための事業体です～

●● 組合員は全員、何らかの業務執行（役割）を行うこととなります。組合員は全員 何らかの業務執行（役割）を行うこととなります組合員は全員、何らかの業務執行（役割）を行うこととなります。
このため、出資のみで業務執行を行わない者は組合員になることはこのため 出資のみで業務執行を行わない者は組合員になることはこのため、出資のみで業務執行を行わない者は組合員になることは
できません。できませんできません。

▶共同事業性

● ●● 2人以上で設立が可能です。2人以上で設立が可能です2人以上で設立が可能です。
● ●● 出資金額の下限はありません。1円以上であれば、いくらでも可能です。出資金額の下限はありません 1円以上であれば いくらでも可能です出資金額の下限はありません。1円以上であれば、いくらでも可能です。
● ●●出資は動産・不動産・有価証券などの現物出資も可能です。出資は動産不動産有価証券などの現物出資も可能です出資は動産不動産有価証券などの現物出資も可能です。
　ただし、労務出資はできません。ただし 労務出資はできません　ただし、労務出資はできません。
● ●設立に関する行政の許認可や定款認証の手続きはありません。設立に関する行政の許認可や定款認証の手続きはありません設 関 行政 許認可 定款認証 手続
ただし、組合の登記は必要です。ただし 組合の登記は必要です
（登記費用は登録免許税6万円。設立まで概ね10日程度が必要になります。）（登記費 は登録免許税 設立ま 概ね 程度が必要になります ）（登記費用は登録免許税6万円 設立まで概ね10日程度が必要になります ）

▶設立が簡便

● ●●●自由な事業を行うことが可能です。自由な事業を行う とが 能 す自由な事業を行うことが可能です
ただし、宝くじ等の投機的行為や弁護士などが行う一定の業務はできません。ただし 宝くじ等の投機的行為や弁護士などが行う 定の業務はできませんただし 宝くじ等の投機的行為や弁護士などが行う 定の業務はできません。　

● ●●●営利目的の組織です。事業で得られた利益は組合員全員に分配されます。営利目的の組織です 事業で得られた利益は組合員全員に分配されます営利目的の組織です。事業で得られた利益は組合員全員に分配されます。

▶自由な事業活動が可能

● ●● ●●●組合員は、個人または法人であれば可能です。組合員は 個人または法人であれば可能です組合員は、個人または法人であれば可能です。
ただし、任意団体などの法人格のない組織は組合員になれません。ただし 任意団体などの法人格のない組織は組合員になれませんただし、任意団体などの法人格のない組織は組合員になれません。

● ●外国人や外国法人も組合員になれます。外国人や外国法人も組合員になれます外国人や外国法人も組合員になれます。
● ● LLPは組合員の個性や能力が重視される組織です。気のあった仲間やLLPは組合員の個性や能力が重視される組織です 気のあった仲間組合員 個性や能力 視 組織 す 気 た仲間間や
特定のスキルをもった人が連携して行う活動にも適しています。特定のスキルをもった人が連携して行う活動にも適しています

▶多様な連携が可能

● ● LLPは法人格のない組合組織です。LLPは法人格のない組合組織ですLLPは法人格のない組合組織です。
ただし、各種の組合としての契約は、組合員の肩書き付ただし、各種の組合としての契約は、組合員の肩書きただし 各種の組合としての契約は 組合員の肩書き付き付き名義で
締結することができます。その契約の効果は全組合締結することができます その契約の効果は全組締結 契約 効果 組組合員に及びます。

● ●肩書き付き名義により、従業員の雇用や銀行口肩書き付き名義により 従業員の雇用や銀行口行口座の開設、金融機関から
融資を受けることも可能です。融資を受ける とも可能 す融資を受けることも可能です

● ● LLPの財産は、組合員全員の合有財産LLPの財産は 組合員全員の合有財産LLPの財産は 組合員全員の合有財産財産として所有します。

▶組合組織

● ●組合契約（有限責任事業（組合契約（有限責任事任事業組合契約）の登記のほか、主たる事務所における
財務諸表（10年間財務諸表（ 0年間財務諸表（10年0年間）、契約書の備え置きなどが義務付けられています。

▶債権者の保護

～～ 事業を行LLPは、共同事業は、共同事LLPは、共同事LLPは 共同事LLPは 共同事業LLPは 共同事業
LLP

業体です行うための事業業を行

はどんな組織？

共同で営利を
目的とする事業を
営むための

組合組織であり、
3つの特徴
があります

1
有限責任

組合員は

出資額の範囲までしか

組合の債権者に対して

責任を負いません。

2
経営の柔軟性

● 組合員間の損益の分配や権限の配分は、

組合員の貢献やノウハウ・知的財産などを勘定して、

出資金額の比率とは異なる分配割合を

決めることができます。
● 組合の所有と経営が一致するため、

取締役会や監査役のような経営者に

対する監視機関の設置が強制されず、

柔軟な運営が可能となります。

3
構成員課税

LLPで生じた損益は、

LLP自体には課税されず、

利益の分配を受けた

組合員においてのみ

課税されます。
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実施が可能な事業か確認
●組合契約を結ぶには、2人以上の組合員が必要です。

組合員は2人以上必要
●個人、法人（任意団体など法人格のない組織は、組合員にはなれません。）
●組合員のうち1人以上は、国内の個人、法人であることが必要です。（LLP法3）

組合員の資格を満たすか確認

●設立は3つのステップがあります。
短期間、低投資での設立が可能です。

設立まで概ね20日間程度　  登録免許税は資本の7/1000

審査で概ね1週間程度　登録免許税6万円

参考 ： 株式会社設立の場合（※発起設立の場合）

1
STEP

2
STEP STEP

3
株式発行事項の

決定

4
発起人の
株式引き受け

1
発起人による
定款の作成

2
公証人による
定款の認証

5
取締役等の
選任

6
取締役等による
設立手順調査

7
設立登記
申請

3

1．総組合員の同意により、
　以下の項目を決定します。

2．総組合員が署名又は、記名押印します。

組合契約の作成

運営の基盤となる
契約を作成する

1．各組合員毎に契約に記載した金額を
　全額払込みます。

2．登記申請に向けて、振込みが確認可能な
　通帳のコピー等を準備します。

出資金の全額払込み

契約上の義務を
履行する

1．事務所の所在地を管轄する
　法務局に登記を行います。

2．登録免許税として6万円を支払います。

組合契約の効力発生の登記

登記を行い、
公知とする

● 業務」、「債権者に不当でないい業務「組合員の責任の限度を出資の価額とすることが適当でな
せん。（LLP令1,2）ができませんん当な損害を与えるおそれのある業務」は行うことがで

● の法令に基づく手続きが必要それぞれの法他の法令において許認可等が必要な場合、それ
です。

LLPの
設立
フロー
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（1）絶対的記載事項
　 （契約書に必ず記載が必要な事項です。）

  ①組合の事業
  ②組合の名称
  ③組合の事務所の所在地
  ④組合員の氏名又は名称及び住所
  ⑤組合契約の効力が発生する年月日
  ⑥組合の存続期間
  ⑦組合員の出資の目的及びその価額
  ⑧組合の事業年度（何月から何月まで）

（2)相対的記載事項
  （記載は任意ですが、記載により効力が生じる事項
   です。）

①組合員の任意脱退に関する定め
②法定解散事由以外の解散事由 等

（3） 任意的記載事項
（組合員の間で運営等に関し取り決めた事項を記
載します。記載は任意です。）

現物出資の場合は、出資財産全部の給付を行います。

※出資金額は1円以上になります。

※現金だけでなく、現物資産（動産、不動産、有価証券等）、

   無形資産（特許等）の出資が可能です。

※労務出資はできません。

   （LLP法11）

（LLP法4）

①効力発生登記申請書（サンプルはP29参照）
②組合契約書
③出資金の払込み証明書類
   （サンプルはP30参照）
④準備した通帳コピー
⑤登記すべき事項を記録した磁気ディスク（FD、
   CD-R）
⑥印鑑届書
⑦印鑑証明書（全組合員）

※組合員が法人の場合は、「法人印鑑証明書」「登記事
　 項証明書」「取締役会議事録」「職務執行者の就任承
　 諾書」「職務執行者個人の印鑑証明書」が別途必要と
　 なります。



「総組合員の同意」が運営の原則

総組合員の同意によって新たに組合員を加入させることができます。（ＬＬＰ法24）総総組総組合合員員組合員のの同同員の同意意に同意によっってよって新たたて新たにに組組たに組合合員組合員を加加入を加入入ささせ入させせるここせることとがでことがででききまできまますます。ＬＬＰ（ＬＬＰ法法2Ｐ法24）4）総総組総組合合員員組合員のの同同員の同意意に同意によっってよ て新たたて新たにに組組たに組合合員組合員を加加入を加入入ささせ入させせるここせることとがでことがででききまできまますます ＬＬＰ（ＬＬＰ法法2Ｐ法24）4）

加　入

特定の場合にのみ脱退することができます。特特定特定の場場定の場合合にに場合にののみにのみ脱退退す脱退すするるこすることとががことがでできまができまますす。ます

脱　退

解　散
次の事由の生じたときに解散することになります。次次の次の次の事由由の事由の事由のの生生由の生由の生じたたと生じたと生じたととききにときにときに解解散散に解散に解散すする散する散することとにことにことにになりになりになりまますりますります。
「目的たる事業の成功又はその成功の不能」「組合員が１人になったこと」「組合員に日本の居「目「目「目的たる的的たるる事事業事業る事業業のの成業 成業の成功又又成功成功又ははそそ又はそのの成成成その成功功の成功成功の不能能」不能」不能」組組合」「組合」「組合合員員が合員合員がが１人人人が１人にになな人人になったたこなったここと」」こと」組組合合「組合「組合員員にに合員合員に日本の日本に日本のの居居居の居
住者若しくは法人がいなくなったこと」「存続期間の満了」「総組合員の同意」「組合契約書に住住者住者若し者若しくは法しくは法法人人が法人ががいいながいななくなななくなっったたなったことと」こと」「存存続」「存続続期期間続期間間の満間の満了」満了」総総組組「総組合合員員組合員のの同同員の同意意「同意」「組組合合「組合契契約合契約書に書に住住者若しくは法法人人ががいいななくななっったたことと」「存存続続期期間間の満了」総総組組合合員員のの同同意意「組組合合契契約書に
定めた解散の事由の発生」（ＬＬＰ法37）定定め定め定めたた解解めた解めた解散散のの解散の解散の事事由の事由の事由の発発生の発生の発生生」（Ｌ生」（Ｌ生」（ＬＬＰ法ＬＬＰ法ＬＬＰ法法37法37法37））

清　算
解散の後であっても、清算の目的の範囲内において、清算が結了するまで組合は存続します。解解散解散の後後散の後ででああ後であ てもあ てもも、清清も、清算算のの清算の目的の目的の範範囲の範囲囲内内に囲内ににおおにおいて、清いて、清清算算が清算がが結結了が結了するる了するままででるまで組組合で組合は存存続は存続続ししま続しますす。ます。解解散解散の後後散の後ででああ後であってもあってもも、清清も 清算算のの清算の目的の目的の範範囲の範囲囲内内に囲内ににおおいにおいて、清いて 清清算算が清算がが結結了が結了するる了するままででるまで組組合で組合は存存続は存続続ししま続しますす。ます
（ＬＬＰ法38）（ＬＬ（ＬＬＰ法法3ＬＰ法338）38）

（LLP法39 55）LP法 55

①法定脱退（次の事由の発生時に脱退となる。「死亡」「破産手続開始の決定を受けたこと」①①法①法定脱法定脱退 次脱退（次次のの事次の事事由由の事由のの発発生の発生生時時に生時に脱退に脱退となな退となるる「なる「死死亡亡「死亡「破破亡」「破産産手手破産手続続開手続開始の決始の決決定定を決定をを受受けを受けけたたこけたこと」こと」①①法① 定脱脱退 次脱 （次のの事事由由のの発発生生時時に時 脱退脱 とななるる「「死死亡亡「 「破破」「 産産手手続続開続 始の決始 決決定定を決 を受受け受けたたこと」」
「後見開始の審判を受けたこと」「他の組合員より全員一致により除名されたこと」）「「「後後見見「後見「後 開始見開始始の審審判の審判審判判をを受判を受判を受受けけた受けた受けたたこととたことた と」「他他と」「他と」「他のの組組他の組他 組合合員組合員組合員よりり全より全より全全員員一全員全員一致に致に致によよりによりにより除名さ除名さ除名さされれたされたされたたことたことた と」）と」）と」）
（ＬＬＰ法26,27）（（（ＬＬＰＬＬＰＬＬＰ法26法26法26,2776 276 277）7）

②任意脱退（やむを得ない場合及びLLP契約に特別に記載した脱退事由発生時にのみ認めら②②任②任②任意脱脱任意脱任意脱退退（や脱退（や脱退（ややむむをやむをやむを得得ななを得なを得ないい場場な 場ない場合合及及場合及場合及びLL及び及びLLP契契約契約LP契約約にに特約に特約に特特別に特別に特別に記記載載に記載に記載した脱載した脱載した脱脱退退事脱退事脱退事事由由発事由発事由発発生生時発生時発生時にのの時にの時にのみみ認認のみ認のみ認めめら認めら認めら
れている）（ＬＬＰ法25）　れれれていれているる）（）（いる）（ＬＬＰＰ（（ＬＬＰ法25法Ｐ法25））5）れれているる）（ＬＬＰＰ法25）

C社の債権者はCC社C社社のの債債社の債社 債権者は債権者は債権者はは
不動産（知的財産）不不動不動不動動産産動産（動産（知的的財知的財知的財財産産財産）財産）不不動動産産 知的的財財産産
の分割請求や強制のの分の分の分分割割請分割請分割請求やや請求や請求や強強制制や強制や強制制制
執行ができない。執執行執行行がで行ができきなできない。い

AAAAABBBBBBCCC LLLLLLLLLLPPPP

C社の債権者A社 B社 C社

事業用の事事事業業用用事業用のの用の事事業業用用のの
不動産（知的財産）不不不不動動産産不動産不動産（知知的産（知的産（知的財産産的財産的財産）産）産）

A社・B社・C社の共有名義で不動産（知的財産）を所有。A社社 BA社 B社社 CB社 C社社の共C社の共共有有名共有名名義でで名義で不不動で不動産 知知産（知的的財産知的財産産）をを産）を所有有。所有。。A社社 BA社 B社社・CB社 C社社の共C社の共共有有名共有名名義でで名義で不不動で不動産 知知産（知的的財産知的財産産）をを産）を所有有。所有
（有限責任事業組合契約に基づく土地である旨の明示）有有限限（有限責責任事限責任事事業業組事業組合契契組合契約約に基契約に基基づづく基づく土土地地く土地であある地であるる旨ののる旨の明明示示の明示）

1

解散

2
解散・清算人
の登記 

3
財産目録等の
作成と組合員
への通知

4
債権者に対する
公告、催告と
債務の弁済

5
残余財産
の組合員
への分配

（LLP法39～55）LLLP法LP法3 ～559 555）（（

6
清算結了
の登記

法定脱退
任意脱退

持分の
払い戻し

会計帳簿の
作成・写しの交付

組合契約書
の変更

組合員
変更の登記

※出資の全部を履行するまで、組合員となれません。※出資の全部を履行すするまで 組合合員とななれませんん

総組合員
の同意

組合契約書
の変更

まで、組合員となれません。まで 組まで 組合合員と組合員とななれまとなれませんんません

会計帳簿の
作成・写しの交付

新組合員の
出資の履行

※出資の全部を履行する※出※出資の全出資の全部を履全部を履行すす履行するるまるるるま

組合員
変更の登記

組合員の加入と脱退

組合財産の管理

組合の解散と清算

LLPは、組合契約に基づき、組合員全員がそれぞ れの個性や能力
を活かしながら、共通の目的に向かって主体的に 組合事業に参画
する制度です。業務執行の決定は、原則、総組合 員の同意で行い、
全員が業務執行しなければなりません。　　　 （LLP法12,13）

組合財産は、自由に分割することや持分を処分することが出来組合組合財財産産合財産は 自産は、自由由に自由に分割割す分割すするこすることとや持ことや持持分分を持分を処分分を処分すする分することがことが出出来来が出来来組合組合財財産産合財産は 自産は 自由由に自由に分割割す分割すするこすることとや持ことや持持分分を持分を処分分を処分すする分することがことが出出来来が出来来 ない組合員全員の合なないいない組合い組合員全全員員全員員のの合員の合合合なないいない組合い組合員全全員員全員員のの合員の合合合
有財産です。このため、組合員固有の債権者は差押えすること有財有財産産でで財産です こです こののたたこのため 組組ため 組合合員員組合員固有の員固有のの債債権の債権権者は権者は差差押押は差押えすするえするることとることと ができません。ががでができまませきません。せん

※LLP自体が不動産の登記名義人になることはできません。た※L※LLP自自LLP自体が不体が不不動動産不動産の登登産の登記記名義登記名義義人人に義人になるるになることとはることははでききはできまませんきませんん。たたん たた だし、合有であることだだしだし 合合有有合有ででああ有であることあることとと
を示すため、不動産の登記では、共有物分割禁止の登記を行ををを示示すすを示すを示すため、すため、すため 不不動、不動不動産のの登産の登産の登登記記で登記で登記ではは、共では、共では 共共有物物共有物共有物分分割割物分割物分割禁止止の禁止の禁止のの登登記の登記の登記をを行行記を行記を行行行を示示すすため 不不動産のの登登記記ではは 共共有物物分分割割禁止止のの登登記をを行行 い、また、知的財産（特いい まい、まい またた、知また、知また 知知的財知的財知的財産産（特財産（特財産（特特特特いい またた 知知的財産産（特特
許、実用新案、意匠、商標）では登録原簿において、ＬＬＰ契約許許 実実用許 実用用新新案用新案 意意匠案 意匠匠、商商匠 商標）でで商標）ではは登では登録原原簿録原簿簿にお簿においいてておいて ＬＬＰて ＬＬＰ契契約約Ｐ契約約 に基づにに基に基づづくくくく共有であるこ共共有有でで共有であるこであるこここ
との記載ができます。とととのの記記との記との記載ががで記載がで記載がでできまできまできますすます。ます

※組合財産は、自己の固有財産及び他の組合の財産と分別して※組組※組合合財財組合財産は、財産は 自己の自己のの固固有の固有有財産産有財産及及び他産及び他他のの組他の組組合のの組合の財財産産の財産と分分別産と分別別してて別してて※組組合合財財産は 自己のの固固有有財産産及及び他他のの組組合のの財財産産と分分別別してて 管理しなくてはいけま管管理理管理しななくしなくててははくてはいけけまはいけままま管管理理しななくててははいけけまま
せん。（ＬＬＰ法20）せせせんん。（せん。（せん（ＬＬＰ（ＬＬＰ（ＬＬＰ法20法20法200）0）

「総組合員の同意」が運営の原則

実務編02

LLPの
運営 A社

得意なコトを分担し、一つの目標に向かって
チカラを合わせるLLP。

B社

C社
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実務編03

☆組合事業に係る事業所得等の必要経費不算入損失額の計算書
http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/annai/shinkoku/annai/1557_2.htm

☆有限責任事業組合の組合事業に係る事業所得等の所得計算の説明書
http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinkoku/shotoku/tebiki2007/index.htm

「有限責任事業組合に係る組合員所得に関する
計算書」の作成・提出
（所法227の2）
（所規96の2、別表第七（二））

LLPの計算期間終了日の属する年の翌年1月末
までに所轄税務署長に提出
（サンプルはP31参照）

合員への会計帳簿の写 しの交付
（LLP法29）

確定申告時にLLPから分配された損益を他の所得と
合算して税務申告
<各種書類（明細書等）を添付>

個人組合員
（措法27の2、措令18の3、措規9の8）
法人組合員
（措法67の13、措令39の32、措規22の18の3） 税

務
当
局

組合員
A

組合員
B

組合員
C

会計帳簿の作成（LLP規
財務諸表の作成（LLP規5章）
•貸借対照表
•損益計算書
•附属明細書

4章）

組合員全員で損益分配の割合に関　　する書面を作成
（LLP規36）
（サンプルはP34参照）

出資比率によらない損益分配の　　場合

会計帳簿を作成した 組合員

組合
A

組合員

組合

LLP

LLPの
会計と
税務

月以内に作成し、
組合員へ交付する

実
務
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出資総額が
300万円以上
の場合

出資総額が
300万円未満
の場合 ※法人組合員の組合損失額がその調整出資金額を超えた場合の組

合損失超過額は、翌事業年度以降の組合利益額の範囲内で損金の
額に算入できます。法人組合員にのみ認められる措置です。
（措法67の13、措令39の32、措規22の18の3）

LLP事業から生ずる利益等の 　帰属

LLP事業から生ずる利益・損失金額は、　 　各組合員に直接帰属します

損失の場合の調整出資金額とは？

各組合員に帰属する利益・損失金額は　 　LLPの計算期間を基として計算します

①総組合員の同意により、出資比率と異なる損益分配の割合を定めることが可能です。
（LLP規36）ただし、その合理的理由について記載しなければなりません。（サンプルはＰ３４参照）

② 他の所得との損益の合算を行います。
合算する時期は、LLPの計算期間と関連します。
LLP事業所得が損失（赤字）の場合には、調整出資金額という制限があります。

組合財産の分配制限とは？

分配可能額を超えて分配することは
出来ません。

組合員に帰属するLLP事業の損失は、調整出資金額を
超える部分を損金又は必要経費に算入することはできません。

LLPの利益

100

LLPの計算期間

個人組合員Aの計算期間

法人組合員Bの計算期間

（40％出資）（（

①損益の分配

組合員A
（60％出資）

60

40

③組合員の所得

70

100

②損益の合算

60 10

40 60

6/1/ 5/31

1/1/ 1/1/ 12/31/

×22///44//1 ×33//33/// //313

ア

イ

ウ

LLP計算期間が4/1～3/31の場合のLLP事業から生ずる利益・損失金額の計算期間

●個人組合員Aの場合、LLP計算期間の終了する日（ ）の属する年分（  ）の各種所得の金額の計
算上総収入金額又は必要経費に算入する。

●法人組合員Bの場合、LLP計算期間の終了の日（  ）の属する当該法人の事業年度（ ）の益金の
額又は損金の額に算入する。

ア

ア

イ

ウ

資産額から負債額を控除したもの
が純資産額（組合員の出資総額と
剰余金相当額を加えた額）となり
ます。

●剰余金相当額を超えて（★の部分）
分配する場合には、総組合員の同意
が必要で、組合契約書へ記載します。
（LLP規39）

●純資産額から300
万円を控除した額が
分配可能となります。

出資総額によって分配可能額が異なります。

賃借対照表（BS）

純資産額額

資産

負債

累積利益金

出資総額

出資総額

前々期

前期

前々期

前期累積利益金 分配可能額

出資総額
純資産額額

300万円

純資産額

累積利益金
分配可能額

出資総額

●純資産額から出資総額を控除した額が
分配可能となります。

（LLP法34、LLP規37,38）

LLP事業
による所得

LLPからの
分配額

調整出資金

各組合員毎の計算 調整出資金

（措法27の2、措令18の3、措規9の8）

☆調整出資金（個人組合員）
様式「平成○年分の有限責任事業組合の組合事業に係る所得に関する計算書」
http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/annai/shinkoku/annai/1557_2.htm

☆調整出資金（法人組合員）
様式「組合事業等による組合等損失額の損金不算入又は組合等損失超過合計額の
損金算入に関する明細書」
http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/annai/hojin/shinkoku/01.htm

出資総額 LLP事業による
所得の合計額

LLPからの
分配額の合計額＋ －

LLP事業
以外の所得

実務編04

組合員の
会計と
税務
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１． 名 称 ○○有限責任事業組合

１． 主 た る 事 務 所 ○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号

１． 登　記　の　事　由 平成○○年○○月○○日組合契約の効力の発生由

１． 登 記 す べ き 事 項 別添FD（又はCD-R）のとおり

１． 登　録　免　許　税 金６万円税

１． 添　 付　 書　 類

 ・ 組合契約書 １ 通

 ・ 出資払込金受入証明書 ○通

 ・ 印鑑証明書 ○通

 ・ 登記事項証明書 ○通

 ・ 取締役会議事録 １ 通

 ・ 就任承諾書 １ 通

 ・ 委任状 １ 通

上記のとおり登記申請をします。

　　平成○○年○○月○○日

○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号

申請人　　　　○○有限責任事業組合

○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号

組合員　　　　○○○○　　印

○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号

上記代理人　　○○○○　　印

○○法務局（地方法務局）

○○支局（出張所）御中

有限責任事業組合契約効力発生登記申請書

実務編05 LLPの関連資料等

サンプル

平成○○年○○月○○日

当組合の組合契約の効力発生に係る出資について、平成○○年○○月○○日までに、次のとおり金銭
による出資の全部の払込みを受けたことを証明します。

払込みを受けた金額の総額　　 金○○円

○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
○○有限責任事業組合
　　　　組合員　　○○○○　　　印

証　明　書

当
によ

サンプル

財　産　引 継　書

私所有の上記不動産を現物出資として給付します。

平成〇〇年〇〇月〇〇日

○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
○○有限責任事業組合
組合員　○○○○殿

現物出資の目的たる財産の表示

印

１ ○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
宅地 ○○平方メートル

　　　　この価格金○○円

2 ○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
家屋番号 ○○番○○号
事務所　 鉄筋コンクリート造陸屋根2階建
1階 ○○平方メートル
2階 ○○平方メートル

　　　　この価格金○○円

○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号

○○○○

現
サンプル

※法人の組合員がいない場合は、「登記
事項証明書」「取締役会議事録」「就任
承諾書」が不要となります。
法人の組合員がいる場合の詳細説明
はP33 を参照。

※磁気ディスクの作成方法については、
以下を参照下さい。
http://www.moj.go.jp/MINJI/
MINJI50/minji50.html

※代理人によって申請しない場合には、
記載不要となります。

※代理人によって申請しない場合には、
「委任状」が不要となります。

以下のものが該当します。
①払込金融機関が発行する出資払込金受入証明書
②組合員作成の払込みの全部の履行を証する書面に「取引明細表等当該銀行等が作成した書
面」又は「当該銀行等における口座の預金通帳の写しのいずれかを合てつしたもの」

（下のサンプル参照）

●金銭出資の場合
●有限責任事業組合契約効力発生登記申請書

出資の目的である財産の引継書等が該当します。
●金銭以外の財産を出資の目的とした場合

☆有限責任事業組合契約に関する登記手続 http://www.moj.go.jp/MINJI/minji93.html
☆投資事業有限責任組合契約及び有限責任事業組合契約登記規則　http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H10/H10F03201000047.html
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実務編06 LLPの関連資料等

●有限責任事業組合等に係る組合員所得に関する計算書

実
務
編
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要
編

事
例
編

有限責任事業組合等に係る組合員所得に関する計算書
（自　　年　　月　　日　至　　年　　月　　日）

組　合　員

組　　　合

住所（居所）又は所在地

氏 名 又 は 名 称

主たる事務所の所在地

名 称

有限責任事業組合の会計帳簿を作成した
組合員又は投資事業有限責任組合の業務を
執行する無限責任組合員の氏名又は名称

年　　月　　日作成

組 合 事 業
の 内 容

出 資 の 価 額
の 合 計 額

収 益 の 額 及 び
費 用 の 額

資 産 の 額 及 び
負 債 の 額

当 該 組 合 員 分

全 組 合 員 分

交付年月日 分　配　額 備　考

千　　 円

千　　 円千　　 円

％

千　　 円

千 円

当 該 計
算 期 間
に お け
る 分 配
額

各計算期間における
分 配 額 の 合 計 額

出 資 の 目 的

損 益 分 配 割 合

収 益 及 び 費 用 の 内 訳 資 産 及 び 負 債 の 内 訳

収 益 及 び 費 用 の 明 細 資 産 及 び 負 債 の 明 細

資産の合計－負債の合計

（摘要）

整　　理　　欄 ① ②

合　　　　計

合　　　　計

収

益

費

用

資

産

負

債

･ ･
･ ･
･  ･

備　考

☆ 有限責任事業組合等に係る組合員所得に関する計算書
（所法227の2　所規96の2）

http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/annai/hotei/annai/23100076.htm
http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/tsutatsu/kobetsu/hotei/000601/01.htm

１　この計算書は、有限責任事業組合契約に関する法律第３条第１項に規定する有限責任事業組合契約（以下この表において「組合契
約」という。）によつて成立する同法第２条に規定する有限責任事業組合（以下この表において「組合」という。）について使用することとし、
会計帳簿を作成した組合員（同法第29条第３項に規定する組合員をいう。）は、各組合員（法第227条の２に規定する各組合員をいう。以
下この表において同じ。）の当該組合に係る計算期間（有限責任事業組合契約に関する法律第４条第３項第８号の組合の事業年度の期
間をいう。以下この表において同じ。）ごとに作成すること。

２　この計算書の記載の要領は、次による。
（1） 「住所（居所）又は所在地」の欄には、この計算書を作成する日の現況による住所若しくは居所（国内に居所を有しない者にあっては、国

外におけるその住所。（9）ロ及びハにおいて同じ。）又は本店若しくは主たる事務所の所在地を記載すること。
（2） 「出資の価額の合計額」の欄については、次により記載すること。
イ 「出資の価額の合計額」の「当該組合員分」の欄には、当該計算期間の終了の時までに当該組合員が当該組合契約に基づいて
有限責任事業組合契約に関する法律第11条の規定により出資をした同条の金銭その他の財産の価額で同法第29条第２項の規定
により当該組合の会計帳簿に記載された同項の出資の価額（以下この表において「出資の価額」という。）の合計額に相当する金額
を記載すること。

ロ 「出資の価額の合計額」の「全組合員分」の欄には、当該計算期間終了の時までに当該組合の各組合員が履行した出資の価額の
合計額に相当する金額を合計した金額を記載すること。

（3）  「出資の目的」欄には、当該組合員に係る有限責任事業組合契約に関する法律第４条第３項第７号の出資の目的を記載すること。
（4） 「当該計算期間における分配額」の「分配額」の項には、当該計算期間における当該組合が当該組合員に交付した金銭その他の資

産に係る有限責任事業組合契約に関する法律第35条第１項に規定する分配額（以下この表において「分配額」という。）のうち当該組
合員に交付した部分に相当する金額を、「備考」の項には、当該分配をした資産の種類をその交付した年月日ごとに記載すること。

（5） 「各計算期間における分配額の合計額」の欄には、当該計算期間の終了の時までに当該組合が各組合員に交付した分配額のうち当
該組合員に交付した部分に相当する金額の合計額を記載すること。

（6） 「損益分配割合」の欄には、当該組合員に係る有限責任事業組合契約に関する法律第33条に規定する損益分配の割合を記載するこ
と。

（7） 「収益及び費用の明細」の「収益及び費用の内訳」及び「収益の額及び費用の額」の項には、当該計算期間における当該事業組合の
損益計算書に計上されている収益及び費用の内訳並びに当該組合員に係る当該収益及び費用の額に相当する額を記載すること。

（8） 「資産及び負債の明細」の「資産及び負債の内訳」及び「資産の額及び負債の額」の項には、当該計算期間の終了の日における当該
組合の貸借対照表に計上されている資産及び負債の内訳並びに当該組合員に係る当該資産及び負債の額（有限責任事業組合契約
に関する法律第36条の資産の額及び負債の額をいう。（8）において同じ。）に相当する額（当該組合員が当該計算期間の中途において
当該組合を脱退した組合員である場合には、当該脱退した日の直前における当該組合の貸借対照表その他これに類するものに計上さ
れている資産及び負債の内訳並びに当該資産及び負債のうち当該脱退した組合員に係る当該資産及び負債の額に相当する額）を記
載すること。

（9） 次に掲げる場合には、「摘要」の欄にそれぞれ次に掲げる事項を記載すること。
イ 当該計算期間の中途において当該組合員が当該組合に加入した場合　その旨及びその加入した日
ロ 当該計算期間の中途において当該組合員が当該組合を脱退した場合　その旨、その脱退した日並びに当該脱退が地位の承継に
よるものである場合には当該組合員からその地位の承継をした組合員の氏名又は名称及び住所若しくは居所又は本店若しくは主た
る事務所の所在地
ハ 当該計算期間の中途において当該組合員が当該組合契約を締結していた組合員からその地位の承継をした場合　その旨、その
承継をした日、当該組合契約を締結していた組合員の氏名又は名称及び住所若しくは居所又は本店若しくは主たる事務所の所在
地、その承継をした日の直前における当該組合の貸借対照表（これに類するものを含む。）に計上されている有限責任事業組合契約
に関する法律第36条の資産の額から負債の額を控除した金額並びに当該組合契約を締結していた組合員が履行した出資の価額
の合計額

ニ 当該計算期間の中途において当該組合員の損益分配割合に変更が生じた場合　その旨、その変更のあつた日及びその変更の事
由

ホ 当該組合員の納税管理人が明らかな場合　当該納税管理人の氏名及び住所又は居所
へ 当該組合員が非居住者又は外国法人である場合　

3　 合計表をこの様式に準じて作成し添付すること。
○非非
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実務編07 LLPの関連資料等

サンプル
組合員の損益分配の割合に関
する別段の定めをする場合に
は、様式第一により書面を作
成し、組合員の全員がこれに
署名し、又は記名押印しなけ
ればならない。（LLP規36）

●組合員の損益分配の割合に関する書面

関連法令等
☆有限責任事業組合契約に関する法律

http://law.e-gov.go.jp/announce/H17HO040.html

☆有限責任事業組合契約に関する法律施行令
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H17/H17SE269.html

☆有限責任事業組合契約に関する法律施行規則
http://law.e-gov.go.jp/announce/H17F15001000074.html

☆民法（組合他準用）
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/M29/M29HO089.html

☆LLPに関する40の質問と40の答え（FAQ）
http://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/keizaihousei/llp_seido.html

凡　例

詳細を確認したい時は…

有限責任事業組合に関する法律
有限責任事業組合契約に関する法律施行令
有限責任事業組合契約に関する法律施行規則
所得税法
所得税法施行規則
租税特別措置法
租税特別措置法施行令
租税特別措置法施行規則

LLP法
LLP令
LLP規
所　法
所　規
措　法
措　令
措　規

正式名称 略　称

●職務執行者の選任に関する書面

※法令条文は2010年2月末時点による。

実
務
編

制
度
概
要
編

事
例
編

則として取締役会議事録が必要です。ただし、例外的に取締役会議事録以外の書面が認
められる場合があります。

※1 「当該職務執行者は“重要な使用人”に当たらない」旨の代表取締役の上申書等が考えられる。
※2 代表取締役が選任する方法や、職務執行者の選任につき取締役会等による委任を受けた取締役が選任する方法等が考えられる。

職務執行者が会社法第362条第4項第3号の「重要な使用人」に該当するか否かについては、以下の経済産業省公表のQ&Aを参考として下さい。
※「問41．株式会社が組合員の場合、職務執行者の選任には取締役会決議が必要ですか。」
http://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/keizaihousei/llp_seido.html

取締役会設置会社

合同会社

取締役会設置会社
でない株式会社

職務執行者が会社法第362
条第4項第3号の「重要な使用
人」に該当する場合

職務執行者が会社法第362
条第4項第3号の「重要な使用
人」に該当しない場合

取締役が2名以上の場合

取締役が1名の場合

社員が2名以上の場合

社員が1名の場合

取締役会議事録

○職務執行者が会社法第362
条第4項第3号の「重要な使
用人」に該当しないことを証
する書面 ※1
○職務執行者を選任したことを
証する書面 ※2

取締役の過半数をもって選任し
たことを証する書面

当該取締役によって選任したこ
とを証する書面

社員の過半数をもって選任した
ことを証する書面

当該社員によって選任したこと
を証する書面

法人組合員 職務執行者の選任に関する書面

様式第一

組合員の損益分配の割合に関する書面

平 成　　　年　　　月　　　日

平 成　　　年　　　月　　　日

出  資  の  割  合  損  益  分  配  の  割  合

%  %

%  %

%  %

%  %

%  %

組合員：

組合員：

組合員：

組合員：

組
合
員
全
員
の
署
名
又
は
記
名
押
印

組 合 の 名 称

組 合 員 名

損 益 分 配 の

割 合 の 理 由

適用開始の年月日

作 成 年 月 日
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